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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

回次 
第80期 

第１四半期 
連結累計期間 

第81期 
第１四半期 
連結累計期間 

第80期 

会計期間 
自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日 

自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日 

自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日 

売上高 (千円) 8,560,409 8,606,420 37,996,581 

経常利益 (千円) 418,143 368,058 1,653,419 

四半期(当期)純利益 (千円) 216,293 187,022 979,558 

四半期包括利益又は 
包括利益 

(千円) 246,874 247,019 1,092,184 

純資産額 (千円) 10,138,633 10,969,866 10,839,744 

総資産額 (千円) 27,386,479 27,925,092 28,654,911 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 6.19 5.35 28.04 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 31.73 34.29 33.01 
 

― 2 ―



２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

重要な変更はありません。 

  また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

 

― 3 ―



第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

  なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 経営成績の分析 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税増税前の駆け込み需要の反動が一部で見受けられるも

のの、経済再生への実現に向けた政府による金融・財政政策効果の波及により金融市場が好転し、企業の景況感も

改善する中で、堅調な設備投資にも支えられ、景気の回復基調が続いております。 

 このような状況下、当第１四半期連結累計期間の売上高は86億６百万円と前年同四半期に比べ46百万円(0.5%)の

増収となりましたが、営業利益は２億97百万円と前年同四半期に比べ73百万円(19.8%)の減益、経常利益は３億68

百万円と前年同四半期に比べ50百万円(12.0%)の減益、四半期純利益は１億87百万円と前年同四半期に比べ29百万

円(13.5％)の減益となりました。 

  

セグメント別業績の概要は次のとおりであります。 

  

 ガス関連事業 

ガス関連事業におきましては、窒素はエレクトロニクス・半導体向けに、水素はエレクトロニクス・自動車関連

向けに需要が増加いたしましたが、酸素は電炉向けの需要が減少し、液化石油ガス及び石油類は需要が減少したこ

とにより売上高は減少いたしました。 

 以上の結果、当部門の売上高は49億54百万円と前年同四半期に比べ６百万円(0.1%)減少、営業利益は多賀城工場

の大規模定期修理を実施したこと等により３億４百万円と前年同四半期に比べ１億43百万円(32.0%)の減少となり

ました。 

  

 器具器材関連事業 

器具器材関連事業におきましては、生活関連器具の需要が減少いたしましたが、溶接切断器具の需要が増加した

ことにより売上高は増加いたしました。 

 以上の結果、当部門の売上高は23億87百万円と前年同四半期に比べ76百万円(3.3%)増加いたしましたが、営業利

益は18百万円と前年同四半期に比べ５百万円(23.8%)の減少となりました。 

  

 その他事業 

その他事業におきましては、機械等の需要は増加いたしましたが、自動車関連機器の設備投資需要が減少したこ

とにより売上高は減少いたしました。 

 以上の結果、当部門の売上高は12億63百万円と前年同四半期に比べ24百万円(1.9%)減少いたしましたが、営業利

益は１億53百万円と前年同四半期に比べ35百万円(30.5%)の増加となりました。 
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(2) 財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、279億25百万円となり、前連結会計年度末に比べ７億29百万円

減少いたしました。この主な要因は、電子記録債権(15億68百万円)並びに商品及び製品(２億76百万円)が増加いた

しましたが、受取手形及び売掛金が減少(27億98百万円)したことによるものであります。 

 負債は、169億55百万円となり、前連結会計年度末に比べ８億59百万円減少いたしました。この主な要因は、支

払手形及び買掛金が減少(６億84百万円)したこと並びに借入金が減少(２億34百万円)したことによるものでありま

す。 

 純資産は、109億69百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億30百万円増加いたしました。この主な要因は、

四半期純利益の計上により利益剰余金が増加(82百万円)したことによるものであります。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は18百万円であります。 

  

(5) 生産、受注及び販売の実績 

当第１四半期連結累計期間において、ガス関連事業及びその他事業の生産の実績が著しく変動いたしました。 

 その事情及び内容等については、「(1) 経営成績の分析」をご覧ください。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

 該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 80,000,000 

計 80,000,000 
 

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成26年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成26年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 35,020,000 35,020,000 
東京証券取引所 

（市場第二部） 

  単元株式数は1,000株 

  であります。 

計 35,020,000 35,020,000 ― ― 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高 
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成26年４月１日～ 
平成26年６月30日 

― 35,020 ― 2,261,000 ― 885,000 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成26年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。 

① 【発行済株式】 

平成26年６月30日現在 

(注)  「単元未満株式」の普通株式には、自己株式330株を含めて記載しております。 

  

② 【自己株式等】 

平成26年６月30日現在 

(注)  東邦アセチレン株式会社は、平成26年６月27日より東京都中央区日本橋二丁目16番13号から本店を移転して

おります。 

  
  

２ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式        41,000  

― ― 

(相互保有株式) 
普通株式       130,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式    34,777,000 34,777 ― 

単元未満株式 普通株式        72,000  ― ― 

発行済株式総数             35,020,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 34,777 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
  
東邦アセチレン株式会社 

宮城県多賀城市栄二丁目
３番３２号 

41,000 ― 41,000 0.12 

（相互保有株式） 
  
カガク興商株式会社 
  

 
宮城県石巻市三ツ股１丁
目２番１０６号 

130,000 ― 130,000 0.37 

計 ― 171,000 ― 171,000 0.49 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 4,128,619 4,332,739 

    受取手形及び売掛金 10,011,916 7,213,866 

    電子記録債権 997,038 2,565,048 

    商品及び製品 883,678 1,159,776 

    仕掛品 218,857 157,177 

    原材料及び貯蔵品 85,141 91,684 

    その他 343,335 356,410 

    貸倒引当金 △47,351 △44,859 

    流動資産合計 16,621,236 15,831,843 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） 2,619,712 2,604,866 

      機械装置及び運搬具（純額） 1,239,045 1,237,949 

      土地 5,764,520 5,764,520 

      その他（純額） 514,550 498,561 

      有形固定資産合計 10,137,829 10,105,897 

    無形固定資産 189,186 182,857 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 1,082,123 1,162,141 

      その他 754,181 769,356 

      貸倒引当金 △129,645 △127,003 

      投資その他の資産合計 1,706,658 1,804,494 

    固定資産合計 12,033,675 12,093,249 

  資産合計 28,654,911 27,925,092 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 7,509,734 6,825,560 

    短期借入金 5,430,412 5,391,212 

    未払法人税等 385,660 189,214 

    賞与引当金 314,776 155,444 

    役員賞与引当金 16,530 4,770 

    その他 1,176,655 1,574,802 

    流動負債合計 14,833,768 14,141,002 

  固定負債     

    長期借入金 1,072,024 877,046 

    役員退職慰労引当金 431,189 426,069 

    退職給付に係る負債 1,205,498 1,228,660 

    資産除去債務 5,161 5,185 

    負ののれん 3,149 2,218 

    その他 264,374 275,043 

    固定負債合計 2,981,397 2,814,223 

  負債合計 17,815,166 16,955,226 
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                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 2,261,000 2,261,000 

    資本剰余金 905,452 905,452 

    利益剰余金 6,213,008 6,295,095 

    自己株式 △8,882 △8,882 

    株主資本合計 9,370,578 9,452,665 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 89,361 122,824 

    その他の包括利益累計額合計 89,361 122,824 

  少数株主持分 1,379,803 1,394,376 

  純資産合計 10,839,744 10,969,866 

負債純資産合計 28,654,911 27,925,092 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

売上高 8,560,409 8,606,420 

売上原価 6,156,620 6,227,644 

売上総利益 2,403,789 2,378,776 

販売費及び一般管理費 2,032,673 2,081,291 

営業利益 371,115 297,484 

営業外収益     

  受取利息 193 309 

  受取配当金 5,417 6,808 

  受取賃貸料 21,888 19,153 

  持分法による投資利益 21,340 13,494 

  負ののれん償却額 930 930 

  その他 26,205 51,245 

  営業外収益合計 75,976 91,943 

営業外費用     

  支払利息 23,720 18,198 

  手形売却損 776 － 

  賃貸費用 3,117 2,496 

  その他 1,334 674 

  営業外費用合計 28,948 21,369 

経常利益 418,143 368,058 

特別利益     

  固定資産売却益 3,850 7,093 

  投資有価証券売却益 199 － 

  補助金収入 6,021 － 

  特別利益合計 10,071 7,093 

特別損失     

  固定資産除売却損 2,614 5,529 

  特別損失合計 2,614 5,529 

税金等調整前四半期純利益 425,601 369,623 

法人税等 186,399 166,682 

少数株主損益調整前四半期純利益 239,201 202,940 

少数株主利益 22,908 15,917 

四半期純利益 216,293 187,022 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 239,201 202,940 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 7,933 44,462 

  持分法適用会社に対する持分相当額 △260 △383 

  その他の包括利益合計 7,672 44,078 

四半期包括利益 246,874 247,019 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 222,344 220,485 

  少数株主に係る四半期包括利益 24,530 26,534 
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【注記事項】 

(継続企業の前提に関する事項) 

  該当事項はありません。  

  

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更) 

  該当事項はありません。  

  

(会計方針の変更等) 

  該当事項はありません。  

  

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

  

  

  
(四半期連結貸借対照表関係) 

  偶発債務 

連結会社以外の会社の金融機関からの借入れについて保証予約を行っております。 

  

  
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１

四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)、のれんの償却額及

び負ののれんの償却額は、次のとおりであります。 

  

  

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

税金費用の計算 

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 
 

前連結会計年度 
(平成26年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成26年６月30日) 

八戸液酸㈱ 15,000千円 八戸液酸㈱ 15,000千円 

㈱福島共同ガス 
センター 

9,687  
㈱福島共同ガス 
センター 

7,750  

計 24,687  計 22,750  
 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
至 平成26年６月30日) 

減価償却費   216,099千円 194,590千円 

のれんの償却額  6,249 5,019 

負ののれんの償却額 △930 △930 
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(株主資本等関係) 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

  配当金支払額 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

  配当金支払額 

  

  

 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 69,963 2.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年５月14日 
取締役会 

普通株式 104,936 3.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)  １ セグメント利益の調整額△219,219千円は、すべて全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメント

  に帰属しない販売費及び一般管理費であります。 

    ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)  １ セグメント利益の調整額△179,411千円は、すべて全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメント

  に帰属しない販売費及び一般管理費であります。 

    ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

          (単位：千円) 

  

報告セグメント 
調整額 

(注) １ 

四半期連結損益
計算書計上額

(注) ２ ガス関連 
事業 

器具器材 
関連事業 

その他 
事業 

計 

売上高             

  外部顧客への売上高 4,961,190 2,311,330 1,287,888 8,560,409 ― 8,560,409 

  セグメント間の内部売上 
 高又は振替高 

― ― ― ― ― ― 

計 4,961,190 2,311,330 1,287,888 8,560,409 ― 8,560,409 

セグメント利益 448,004 24,467 117,863 590,335 △219,219 371,115 
 

          (単位：千円) 

  

報告セグメント 
調整額 

(注) １ 

四半期連結損益
計算書計上額

(注) ２ ガス関連 
事業 

器具器材 
関連事業 

その他 
事業 

計 

売上高             

  外部顧客への売上高 4,954,815 2,387,939 1,263,665 8,606,420 ― 8,606,420 

  セグメント間の内部売上 
 高又は振替高 

― ― ― ― ― ― 

計 4,954,815 2,387,939 1,263,665 8,606,420 ― 8,606,420 

セグメント利益 304,469 18,651 153,775 476,895 △179,411 297,484 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

２ 【その他】 

平成26年５月14日開催の取締役会において、平成26年３月31日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、

次のとおり期末配当を行うことを決議いたしました。 

① 配当金の総額                      104,936千円 

② １株当たりの金額                       ３円 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日      平成26年６月30日 

  

 

項目 
前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日) 

 １株当たり四半期純利益金額 ６円19銭  ５円35銭 

 (算定上の基礎)     

 四半期純利益金額(千円) 216,293 187,022 

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

 普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 216,293 187,022 

 普通株式の期中平均株式数(千株) 34,936 34,933 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成26年８月６日

東邦アセチレン株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東邦アセチレン

株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日か

ら平成26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東邦アセチレン株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  

有限責任 あずさ監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

   公認会計士    福 田     厚  ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

   公認会計士    杉 山     勝    ㊞ 
 

  

(注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 





【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 東北財務局長 

【提出日】 平成26年８月８日 

【会社名】 東邦アセチレン株式会社 

【英訳名】 Toho Acetylene Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  藤 井 恒 嗣 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役執行役員  岩 田 宏 一 

【本店の所在の場所】 宮城県多賀城市栄二丁目３番32号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

 当社代表取締役社長藤井恒嗣及び当社最高財務責任者岩田宏一は、当社の第81期第１四半期（自  平成26年４月

１日 至 平成26年６月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていること

を確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

 確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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